
第５次豊明市行政改革 第２次アクションプラン（案） 
 
本市においては、昭和６０年度の第１次行政改革より４回の行政改革大綱を定め、行政

改革に取り組んできましたが、更なる行政改革の推進を図るため平成１８年３月、第５次

行政改革大綱及び第１次アクションプランを策定しました。大綱については対象期間を定

めず長期にわたる改革の方針として定め時代状況に応じて見直しを行うこと、アクション

プランについては３年間を対象期間として策定することとし、行政全体が一丸となって改

革に取り組んでいくものです。 
この度、平成２１年度をもって第１次アクションプランが完了することに伴い、間断な

く行政改革を推進し、積極的に展開していくため、第２次アクションプランを策定するも

のです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■ 対象期間 平成２２年度～２４年度 
 
■ 対象事業数 ４７事業 
 ・行政改革大綱分野別事業数 
  ◇組織制度の抜本改革            １事業 
  ◇減量と効率化の推進           ３３事業 
  ◇住民自治とガバナンス・民間活力の活用  １１事業 
  ◇ブランド力のあるまちづくりを創造     ２事業 
 
■ 行政改革効果目標見込み額 
  第２次アクションプラン 
   ４６８，７６６千円（平成２２年度から平成２４年度３か年） 

大綱 （長期の指針によって間断なく行政改革を推進） 

アクションプラン（３年ごとの具体的な改革実行計画の実施と検証） 

 
第１次 
（平成１９→２１年度） 

 
第 ２ 次 
 
（平成２２→２４年度） 

 
第３次 
（平成２５→２７年度） 




















